




中 田 信 哉
一一 は じめに
日本の流通機構が大 きな社会問題 とされ,注 目
されたのは昭和30年 代後半か ら40年代にかけてで
あるt)。 これは急激な経済成長に伴 う国内流通物
資 の増大,う ち続 くイソフレへの対応 としての消
費者物価の抑制 とい った ニーズに基 くものであっ
た。
その後,行 政主導に よる流通基盤の整備及び寡
占メーカーに よる流通 チャネルの構築,そ して,
チェーソ ・ス トアを中心 とする革新型小売業によ
る商 品調達 システムの開発等に よって流通は次第
に近代化してい った。
とはいえ,流 通機構 とい うのは,そ の国の消費
状況や社会 システムに対応 した ものであるため,
日本独 自の形で発展,生 成 してお り,日 本独特の
流通機構を形作 ってい っていると思われる。かつ
て流通問題 が大 きく取 り上げ られ た 時,「 日本の
流通は欧米先進国に比 して遅れている」 とい うよ
うにいわれたものであるが,現 在では 「む しろ,
過剰適合 とい うべ きではないか」といった意見 も
出は じめているように,「 欧米に比 して遅れ て い
る」 とい うより 「欧米 とは異 っている」 とい うい
い方をす る傾向が出て きている2)。 確かに欧米に





「非関税障壁 とな っている」 とい う非難がお こ っ
てい ることである。
これまで欧米の対 日貿易において入超をおこし
てい る国は 日本 に対 して自由化を求め,非 自由化
品 目,数 量規制,関 税,そ の他法的規制な どの撤
廃を要求してきている。 しかし,そ れ ら規制は次
第にな くな りつつあ り,日 本には輸入について既
に世界の中でもっとも開放 された国 とな りつつあ





て くる。そ こでは流通機構に原因があるとい うこ
とであ る。
既に1970年 代において一部の人は将来予測 とし
て流通機構が 「欧米か ら問題視され る」 とい うこ
とを指摘 してい るが3),こ れが大 きく取 り上げ ら
れ るようになったのはここ4～5年 位 のことであ
る。今年(.....年)に 入って も,い ろいろな所で外
国か らこの問題に関 して発言がな されている。そ
れを1988年 の新聞報道等か らい くつか見てみ る。
4月 に読売新聞が英国のサ ッチ ャー首相 と単独
会見を行ってい るが,そ の会見の中でサ ッチャー
首相は日本の流通機構について不満を表明 してい
るとして次の ように書いている4)。 「ま た,サ ッ
チャー首相は 『英国民は開放市場 に慣れ親 しんで
いる』 とし,閉 鎖的な 日本市場 との落差を強調 し
た うえで,日 本の流通機購の改善問 題 に 触 れ,
『英国の小売 システムは,世 界最良だ と思 う。 日
本の商品が英国に輸出されれば,国 中にある小売
店,流 通 システムにほぼ問題 な く乗 る』 と語 り,
対照的に複雑な 日本の仕組みに暗に不満 を表明し
た。
さ らに,貿 易障壁全体に関連 して,『 文化 的 な
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構 造,機 構の違いがあって もな くて も,公 正でな
い ものは(そ の改善構造が)議 論されるべ きだ』 と
述 べた」
また,5月 に元米商務省顧問の クライ ド・ブ レ
ス トウッド氏は ニューズ ・ウィー ク誌への寄稿で
次の ように述べてい る5)。
「(今年3月 のデ トロイ ト・フルプレス紙がよく伝え
ているが)新 設 された 日本の 自動車工場に製 品 を
売 りたい と考えたアメリカの部品メーカーの話だ。
日本の自動車 メーカーは 自社 『企業系列』の部品
メーカーを伴 って進 出することが多い。 日本企業
の新工場に製品を納 品するためには,そ の系列企
業 と合弁す る必要があることにアメ リカの多 くの
部品 メーカーは気づいたのだ。かつて,日 本市場
参入のために合弁会社作 りで苦労 した アメ リカ企
業がいまや 自国の市場に参入す るに も日本企業 と
の合弁を迫 られてい ると,こ の記事を結 んでいる。
これは 日本の企業同士が密接 なつなが りを持 ち,
仲間 うちで取引 したが る傾向があるか らだろ う。
この慣習が アメ リカの部品メーカーに とっては ビ
ジネス ・チ ャソスをつかむ上で一種の障害 となっ
ている」
同じく5月 には 日本経済新聞で次の ような報道
がある6)。
「自動車の輸入業者な どで組織する米国 自動 車
国際協会(AIA)が,日 本の自動車 メーカーが系
列以外の企業に部品の供給を制限 していると米通
商代表部(USTR)と 通 商 法301条(不 公平貿易






な揺 さぶ りが出てきそ うだ」 と結んでいる。
6月 には 日本経済新聞社が 「日米政治検証 プロ
ジェク ト」の一環 として,日 米両国の国会議員全
員に日米関係に関す る意識調査を実施 し,そ の結
果を発表 してい るが,そ の中で次のようなことを
あげている7)。
「『日本市場は閉鎖的』 と答えた 日本議員の半数
以上が 『閉鎖性の具体的イメージ』 として 『官僚
機構』『流通機構』『農業団体』を挙げた」そして,
「一方,米 議 員の約9割 が 『日本市場 の 一層の開
放』を摩擦解消策 に挙げ,日 本市場は閉鎖的だ と




8月 に入って 「トロソ ト・サ ミッ ト」において
日本の流通制度改革について 「改革の必要性」が
とり上げ られたことを受けて 「ハ ワイで開かれ る
日米貿易委員会で,米 国政府は 日本の流通制度の
改革を重点的に求めて くる見通 しとなった」と報
道 し,そ こでは 「大規模小売店舗法や再販制の問
題を取 り上げ る予定である」としている8)。
こうした 日本の流通機構 に関連す る諸外国か ら
の声が報道されない時はない くらい至るところで
接することがで きる。 この ように今,日 本の流通
(機構)と い うものは貿易摩擦 における最大のテー
マとな って きてい る。なぜなら,国 の行政制度 と
しての問題は国対国の交渉において解決できるも
のであ るのに対 し,流 通機構 とい うのは 自然発生
的に生 まれ,作 り上げ られた国の文化,社 会制度
であ り,ま た,そ の中で行われる商的取引は きわ
めて多 くの私企業が 自らの意志で個kに,自 由に
行 うものであ り,取 引慣行などの集合体であるか
らである。問題を取 り上げ,そ れを国の政治,行
政ベースで個 々に解決 してい くことは至難である







①構造的な もの(卸 売機構 小売機構)
②取引条件,取 引慣行,法 的問題な ど
前者を流通構造,後 者を流通活動における問題
とい うこともできる。流通機構 に関する問題 とい
流通の国際比較
うのは この両者を含んでい るのである。
以下,こ れ らについて欧米諸 国 との比較におい
て 日本の流通機構の特徴 と問題視 され る点を見て
い きたい。
その前に外国人が 日本の流通機構 をどのように
見てい るか,分 析 しているかを上げてみたい。そ
れをきわめて簡潔にまとめている研究があ る。 ド
イツの流通研究者であるパ ッツアー とラウマーで
ある。少 し長 くな るが次の ように述べ られ て い
る9)。
「日本の輸入関税や輸入割当はたいていの 工 業
諸国 より既に低 くなっているので,今 日では,い
わゆ る非関税障壁が批判の前面に立たされている。





個kの 県 ごとに異った解釈や取 り扱いをす る。
具体的には
一一 法規の条文











社会的,文 化的状況,特 別な商慣習,買 手優
位な構造,流 通 システムな ど」
また次 のように分析す るxo)。
「アメ リカや西 ヨmッ パか らの完成品輸 入 が
日本で総体的に少ない理由 として再三 あげ られ る
のが,外 国人に とってあま り透明でない,非 常に
複雑な,他 と比較 して不生産的で費用 のかさむ流
通 システムである。それは 『さくそ う的』であ り,
『非効率』であ り,『分散的』かつ 『後進的』であ
るとされてい る。 日本の輸入業者は独 占的に活動
一29・ 一
す る総代理店であ り,こ れが 日本の大衆消費財市
場に外国の完成品が安い価格で到達す るのをさま
たげているとい うのである。公式的には大幅に自
由化がおこなわれてい るに もかかわ らず,外 国製
品の輸入は,日 本の生産者 と商業者の連帯的な行
動 によって,強 力な輸入 カルテルの ように統制 さ
れている。 これに加えて,個 人的な関係や依存関
係に大 き く依拠 し,外 国の供給者にはほ とんど浸
透で きない ような国内商業の多層的な 構 造 が あ
る。」換言すれば,日 本の商品流通 システムは強 力
な非関税障壁 として作用 しているとい うのであ る。
そ して,以 下の ように結論づけ る11)。
「日本の流通 システムを偏見に とらわれ な い で
客観的に分析すれば,次 のことがあきらかにな る。
すなわち,日 本の流通 システムは,中 小企業が支
配的な産業構造や,伝 統に根をおろし,サ ー ビス
意識の強い消費者など,日 本経済特有の実状に大
いに適合 してお り,取 引関係者 の要求を十分にか
なえてい ること,卸 ・小売業は現在の体制でも,
生産 と消費の間の空間的 ・時間的 ・数量的なけん
隔をスムーズに接合す るとい う課題を十分に遂行
していることである。過 去において も,卸 ・小売
業は 日本 の経済成長を阻害することはなかった し,
む しろ全体 としてみれば促進 したのである。 しか
しなが ら,日 本では一般 に,伝 統や文化の商業に
対する影響がほとん ど全ての工業諸国 よりもいぜ
んとしていち じるしく大 きい とい うことも原則的
に確認 しておかねばな らない。他 の工業諸 国では,
きわめて個人的な性格を持つ商業 の本来的なサ ー
ビス機能は,冷 徹な経済性志向に よってす っか り
背後に追いや られて しまっているのである」
実際に外国人でここまで分析で きる人はご く少
いか もしれない。パ ッツアーとラウマーは 「行政
上の障壁」 と 「構造上の障壁」と二つに分 けたの
であ るが,こ の うち構造上 の障壁の中での 「日本
の流通構造 」については昭和63年 の通商白書であ
る見解が述べ られてい る12)。
それに よると 「国外か らは我が国市場の閉鎖性




「なぜ,こ の ような認識が生ずるのか と,我 が 国
の流通機構の効率性及び流通構造の観点か ら分析
してみよ う」とまずい う。
そ して,流 通機構の効率性については,在 庫の
回転期間がわが国の場合,欧 米諸国 より短期間に
なっていて,粗 利益率 も低い水準であることか ら
「効率的な経営による販売管理 コス トの圧縮 が 実
現 されていると考 えられ る」としているが,確 か
に数字上はこの ようになって くるけれ ど,こ れは
現状か らいったな ら,充 分なマージンのとれない
過 当競争下の 日本の流通業が必要最低限ギ リギ リ
の在庫 しか持たず,き わめてその 日暮 らしの経営
を行 うと同時に不合理 な調達条件を取 引先に提示
しているとい う見方 もで き,あ ま り説得力は な
い。白書では 日米両国について商業部門で発生す
るコス トの生産者価格 に対する割合を商業マージ
ソとして,図 一1に 示 され るデータに基づ き,「 む
しろ,日 本 の方が商業 マージソ率が低 く,生 産者
価格に対 して4割 程度の商業マージンとなってい
る。 このことか ら見て,流 通機構が非効率である
ため消費者の購入価格が押 し上げ られているとの
批判は必ず しも当 らない」 としている13)。これは
確かだろ うが,一 方で このことは 日本の流通業の
零細過多,過 当競争を示 しているとも見ることが
でき,外 国か らの批判 に対す る答 え とは な らな
いo
次に白書では 「我が国流通構造 の特徴」 として,
まず 「小売業の中小性,多 様性 」をあげてい るユ4)。
これ,/rL.ついては 「欧米諸国 と比較 してみる と,ま
ず国土面積及び人 口に対す る店舗密度がかな り高
い。また,店 舗当 り従業員数 も少 く,全 体 として,
小規模店舗が多数存在 している事実が うかがわれ
る」としている。次に 「卸売業の多様性」を とり
上げ,「 卸売業では,店 舗密度は,国 土面積 及 び
人 口比では高いが,小 売店舗比率ではほぼ他国並
みである。 また,店 舗当 り従業員数 も他国と同水
準であ り,小 売業に見られた零細性は見 られない。
しか し,卸 売業に対 しては,中 小性,多 様性では
な く,む しろその段階数が流通機構を特徴的な も
のに してい るとして,指 摘され ることがある」と




































日本 アメ リカ ロ本 アメ リカ




この表においてはWR比 率 とい うものが示され
てお り,こ のWR比 率による比較で 「他国に比 し
て卸売業に よる流通迂回度が相対的に見てあ る程
度高い ことは事実であろ う」と認めてい る。
このことは 「卸売業の店舗密度が高 く,ま た,
ある程度多段階性が見 られることは,基 本的には,
小売業の中小性,多 段階性 と密接に関連す るもの
と考え られ る」と述べているように,従 来か ら日
本の流通機構の特徴 としていわれる「零細過多性」
と 「多段階性 」を認めているのである。 この特徴
こそが輸入におけ る障壁 とな ると考え られ るわけ
であるが,そ れについては後述す る。
(備考)商 業 マ ージン率は,各 最終需要 部門の,生
産(農 林水産業,鉱 業及 び製造 業)部 門へ の
需要額 に文」す る,商 業(卸 ・小 売業)部 門へ
の 需要額 の割含を採 った。
なお,消 費財は民間最終 消費 支出,資 本財 ・
建 設財 は民間総固定資本形成 を対応 させた。
(資料)「SurveyofCurrentBusiness」,通 商産
業 省 「産業連関表(81年 延長表)」
S.63通 商 白書
日本の流通機構の特徴一
もう少 し,日 本の流通機構の構造面で欧米諸 国
と比較 してみる。 なぜな ら,国 際比較 とい うのは
複数の国において とられた統計データを比較する
にしても,そ の統計基準 も算出方法 も統計年度 も
それぞれ異 るわけであるか ら,そ れを単純,IYyL..比較
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た とえば 日米の単純比較をした場合,そ こにはい
くつかの間題が存在す る。その代表的な もの とし
ては次のようなことがあげ られる。
①卸売業,小 売業 として定i義されるものは同 じ
なのか 日本 とアメ リカの統計では卸売業,
小売業 ともその範囲は異 る。
②金額についてはその時点の為替 レー トに よっ
て比較す るわけであるが,為 替 レー トは国間
の交換 のためのものであ り,そ の数字が正 し
く購買力や卸売業,小 売業 の規模や経営力を
示 してはいない。
③WR比 率 とい うのは流通の あ る 性 格(段 階
性)を 示 しているといえるのか。つ ま り,国
に よってWR比 率の持つ意味は異 るのではな
いかo
特にこのWR比 率は単純に流通の多段階性を示
す もの として よく使われ るが,実 は ここに大 きな
問題が存在 している。この点に着 目して,WR比
較が正 しく流通の段階を示す もの として調整を行
う必要があると考 え,そ の調整作業を したものが
ある。それが流通政策研究所 の 「流通の国際比較
(備 考)1.卸 売 業 に は,代 理 商 ・伸 立 商 を 含 む ⇔
2.必 ず し も,セ ンサ ス ・ペ ー ス で は な い 。 な お,イ ギ リスは 企 業 単 位,フ ラ ン ス は,店 舗 密 度 は企 業 ベ ース の 店 舗 数 そ
の 他 は 企 業 単位 。
3.国 土 面 積,人 口は85年 時 点。
4.W/R比 率 の 国際 比 較 に 際 し て は,各 国 間 の統 計上 の 相 違 の存 在 等 に 留 意 す る必 要 が あ る。
(資 料)「AnuaireStatistiquedelaFrance」,「StatistishesJahrbuchJ,「RetailingBusinessMonitor」,「StatisticalAb-
stract」,「CensusofBus三ness」,通 商 産 業 省 「商 業 統 計 表」
S63通 商 白 書
研究 会 」の成 果で あ るユ5)。
ここで はWR比 較 とい うもの につ いて 次 の よ う
に考 え る。 つ ま り,WR比 率 は単純 に卸 売総 販売
額を小売総販売額で除したもの縣 灘 籍)を
い う。 しか し,そ れが流通段階の長さを示す もの
であ るとした ら,卸 売販売額 と小売販売額が とも
に同 じ流通経路を流れてい る中で示 されなければ
な らない。 しかるに,卸 売販売額の中には,そ れ
が小売販売額 と結びつかない とい うものが存在す
る。それは次の三つ のものである。
①生産財は卸売販売額に計上 されて も,そ れ ら
は業務用使用者(工 場 ・建築業な ど)に 販売
されるわけであ り,小 売業を経 由しない。 し
たがって,小 売販売額に含 まれない ものであ
る。





③消費財の うちで も輸出され るものは卸売販売
額には計上 されても,小 売販売額には外国で
計上 され ることになるため,そ の国における
一32-一 流通の国際比較
表 一2国 別WRの 比 率(1976,77年)
国
　 へ
分 類 ＼ 一 一一～
日 本
1976
ア メ リ カ
1977
イ ギ リ ス フ ラ ソ ス
1977
全 体
・ ・ 1.75 ユ.24
消 費 財(1) 3.02 1.00 0.62



































































































W合 計 一原 料農産物卸 一石油 ・石油製品卸 一鉱物 ・金属 ・工業化学製 品卸一木材 ・建設材料 卸
一機械 器具卸一 自動車 ・自転 車卸
豆=合葺F=百 動軍 ・自転車小売 一分 ソ リン ・ステーシ ョン
金物卸+電 気製品卸+家 具 ・建 具卸+生 地 ・織物 ・衣服 ・身 の回 り品卸+く つ ・履 物卸
+食 品卸(計)+医 薬品 ・化粧品卸
同上 小売+各 種非 食料品小売
隠 費 財(2)
W
Rの 他の 一砺 膿 難 響 繍 不売
1食 料 ・飲料
出所:流 通政策研 究所 「流 通構造 の国際 比較研 究報告書」
小 売販 売額 に は な らない(輸 入品は卸売販売額
と小売販売額 の双方に計上 されるのがふつ うで あ
る)。
したが って,流 通 の段 階を示 そ うとす るな ら,
この3つ の ものを除外 す る必 要 があ る。 しか し,
この3つ を全 て拾 い 出 して くるのは至 難 で あ る
(比較するためには一国についてだけではない)。 特 に
日本 は輸 出され るものは多 い し,工 業 原材料,資
材 とな る ものは多 い。 また,近 年,サ ー ビス産業
が大 き く成 長 してい るため,こ こで の仕入 れ品 も
多 くな ってい る。
そ こで,同 研究 会 では少 しで も正 しい数字 に近
づけ るた め,WR比 率を消 費財 に限 って 出す作業
を したの であ る。 これ は各 国の デ ータが時間 的 に
調 整 しづ らいた め少 し古 い年 度 にな ってい るが表
一2の よ うに示 され た。 これ を 見 る と日本 の 流通
の段階 を示 すWR比 率 は ス トレー トに示 した もの
に較 べ,か な り低 い値 とな ってい る。 つ ま り,消
費財2で 見 る と 日本 は2.01ま で下が って い る。 こ
れ は全体 で 見て ア メ リカや西 ドイ ッとあ ま りか わ
らない数 値で あ る。 しか し,ア メ リカ,西 ドイ ツ
につい て も,当 然,調 整 され るわ けで あ るか ら,
それ で 見 る とア メ リカは0.95,西 ドイ ツは1.00と
な り,日 本 の場合 は,多 分,消 費財 の 中か ら輸 出
分,業 務用使 用分 を除 いて計算 してみ て も,や は
りWR比 率は欧 米諸 国に較 べて高 い数値 が 出 る と
流通の国際比較
考 えてよか ろ う。
それは白書で述べ られた ように卸売業の数の多
さと仲間取引の多さを示 してお り,そ の原因は小
売段階 の零細過多性に原因があるといって よい。
小売業の零細過多性
卸売業の数が多い とい うのは,小 売業の数が多
いか らであ る,と い うのは一つの理由 となってい
る。 もちろん,小 売業だけでな くサー ビス業,他
の業務用使用者の数 も多いのであるが,こ れ らが
一33-一
零細過多であるが故に小さな小売業等を対象 に取
引を行 う卸売業の数 も多 くな り,そ うなると,そ
れ ら卸売業が個別にメーカー等 と取引を行 うのは
不合理 であるため,中 間の卸売業が複数段階 とな
り,仲 間取引がふえて くるのである。
この反対 に卸売業の数が多いためs小 売業の数
が多 くなる とい うことはないQま た,卸 売業の数
が多いため多段階であるとした ら,各 段階で得る
マージソは少 くて も一定の売上げは実現できるた
め,日 本の卸売業の規模は決 して小 さくない,と
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出所 田島 ・宮下編 「流通 の国際 比較 」
一34-一 流通の国際比較
は小規 模 でない こ とが理解 で きる。
したが って,日 本 の流通 機構 の零 細過多,多 段
階性 を もた らす 最大 の原 因は小 売構 造に あ る こと
がわ か る。 この小売業 の業 種別 構造 を見 る と図一2
の業種 別構 成比 に示 され る よ うに 日本の場 合,食
料 品 ・酒類 小売 業 の数が きわ めて多 い ことに気 づ
く016)イ ギ リス,フ ラ ソス,西 ドイ ツに比較 して
も,か な り食料 品 ・酒類 小売業 の 占め る割 合 は高
い し,ア メ リカに比 較す る と圧 倒 的に高 い。つ ま
り,日 本 の場合,小 売業 全体 に 占め る食 料 品 ・酒
類 小売業 の 占め る割 合 は全体 の半分 近 いの であ る。
最近 の商 業統 計(昭 和60年 度,1985年)を 見て も,小
売業 の総 店舗 数は1628644店 で あ り,こ の うち飲
食料 品(酒 を含む)小 売業 は671ユ90店 であ り,こ れ
は41.2%と な る17)o
日本 の場合,最 寄 品小売業 で あ る飲食 料 品小売
業 の数 が多 い とい うこ とが小 売業 の零細 過 多性 を
もた らして い る とい うこ とが い え よ う。 同 じ商 業
統 計で卸 売業 を見 る と総 事業 所数 は413016で あ り,
この うち,農 畜 産 物 ・水産物,食 料 ・飲 料 は トー
タルで93275で あ り,そ の 占め る割 合 は23%と な
ってい る。卸 売業 で も全体 の4分 の1程 度 が食料
品関係 とな るわ けで あ る。卸 売 業に は生 産 財卸売
業,業 務用 専 門卸 売業 が あ るた め これ を除 くと小
売 業 の場合 と同程 度 の割合 とな るだ ろ う。
この食料 品関 係 の小売業 の零 細過 多性 はそ の小
売 業 の多 くが一般 の小売商店 で成 りた ってい るか
らと思 える。欧 米諸 国に おい ては,こ の最 寄 品分
野 において ス ーパ ーマ ーケ ッ トとか デ ィス カ ウソ
ト ・ス トア とかバ ラエテ ィ ・ス トア とか のチ ェー
ソ形式 の量 販店 が非常 に発達 して い る といわれ る。
つ ま り,大 型店 が この分 野 に大 きな地 位 を 占めて
い るため,零 細過 多 性が あ らわ れ ない のであ る。
ス ーパ ーマ ー ケ ッ ト等 は別 に セル フサ ー ピス店
といわれ る(完 全に同 じ概 念 とい うわけではない)。 こ
の セル フサ ー ビス店 の普 及状態 につ い て,表 一3
の よ うな デ ータが あ るユ8)。これ を 見 る と欧 米諸 国
に おいて は食料 品販 売 に 占め るセル フサ ー ビス店
の割 合 は フ ラソスを除 いては大 体,80%～90%で
あ る。それ に対 して 日本 では約50%で あ る。 フラ
ソス も低 いが,フ ラソスには 日本 の大規 模小売 店
表一3セ ルフサービス店の普及状態
















































(注)① 出所は インタ ーナ シ ョナノレ・セル フ ・サ ービス協会,
プロクレ ッシブ ・グmサ ー誌,通 産省 の統 計に基
づ くもので,各 国セ ンサ ス,そ れ に準 じた デ ータに
よる。
②基準年次 は1978-1980年 。
③ セル フサー ビス店 の定義は,α 旧 本 は 「法人 商店で
売 り場面積100㎡ 以上,か つ その50%以 上 がセル フ
サ ー ビス方式」 とな ってい る,@各 国は売 り場面積
の下限 の規定 がない場合 もあるほか,業 種指定が食
料品 とな ってい る一等の違いが ある。
④ 日本の販売額 シ ェアの うち上段は セル フサー ビス店
の販売額 ÷飲 食料品店の販売額,下 段 はセル フサー
ビス店 の販 売額 争小売店 の販 売額 。
出所1982.1.「 流通政 策」矢作敏行論文
舗 法 に あた る ロワイエ法 があ り,そ れ で一般 店 が
保護 され てい る。
同 じ ように小売 業 の組 織形態 別 の食料 品に おけ
る販売 シェアを示 したデ ー タが あ る19)。これ は図一
3に 示 され る。組 織形 態 とは チ ェー ンな り共 同仕
入れ機 構 とい った独 立経営 以外 の小売 業を とった
もので あ るが,こ れ を見 る と 日本は61.7%と い う
過半 の食 料品系 小売 業が未 組織 の独立 経営 の もの
で あ るのに対 し,フ ラ ソスを除 く欧米 諸 国に おい
て は未組 織の割 合は きわ めて低 い。大 型化 率 とい
うのは一 方で組 織化 率 ともい え る。
それで は,こ の零 細過 多性 がなぜ,外 国商 品の
輸 入に おけ る参 入障 壁 にな るのか とい うこ とであ
るが,こ れに つい ては ビールを 例 に とってい えば
よいだ ろ う。現 在,日 本 に は4社 の ビール ・メー
カーが寡 占状態 で市 場 を分 けあ ってい る。 また,
外 国 ビール の中 で有 名 な ものは これ らビール ・メ
ー カーが ライセ ソス生産 を してい る も の で あ る
(例えぽバ ドワイザーはサ ソ トリー,ク アーズは アサ ヒ
とい うように)。
こ うい う状 態 にな る と,こ れ か ら欧 米 の ビール
流通の国際比較
図一3織 組形態別販兜シェア(食 料品)の 国際比較(1980年,国 際スーパー年次報告書より)
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が 日本市 場 に入 って きて,こ こで販売 活動 を行 う
とい うこ とは きわ め て困難 に な る。 なぜ な ら,町
の中 にあ る酒 販店 とい うのは独立 小売 業 で店舗 規
模 も小 さい。 しか も,こ れ ら酒販 店 は ピール のみ
売 って い るわ け では な く,清 酒,ウ イス キ ー,清
涼飲料 な ども売 る,と な る と,店 舗 のスペ ースの
うち ビール に さけ るの は きわ め て限 られ た スペ ー
ス とな る。 こ こに 日本 の寡 占 メー カーの もの とラ
イセ ソス生 産 の ものを置 くと,も う物理 的 にそ の
他 の ビールを置 くこ とは不 可 能で あ る。
一方,百 貨店や大手スーパー,大 型専門酒販店
を見 るとビール も世界中の もの数十種以上が置い
てあ るのがよく目につ く。つま り,こ れか ら新た
に入 って くる外国の メーカーは大型店 でないと商
品を置いてもらうことは難 しいことになるのであ
り,そ の大型店の割合が小 さいため市場か らかな
りの部分が拒否 され るとい うことになるわけであ
る。い ってみれば,零 細な一般店は品揃えに限 り
があるため,日 本メーカーの商品で手一杯である
ため,こ れ らの小売店で多 くの部分を 占めている
一 一一36-一 一 流通の国際比較
場合,外 国商品を 日本でより多 く売 ることが不可






小 売 業 醐 数i1,721,465・,628・644{-5・4
卸 売 簿 業 圃428,8584・3,・ ・6
一3 .7
しか し,こ の流通構造 の零細過多性及び多段階
性は近年,急 速に変化 しつつあ る。その一つのあ
らわれが昭和60年(1985年)度 の商業統計で卸売事
業所数,小 売店舗数が ともに減少の方向を示 した
のである。 これは20年 以上続いた増加の傾向には
じめて変 化があ らわれた ものであ り,一 回だけの
現象か とい う疑問もあろ うが,以 前か らシミュレ
ーシ ョソの結果 として,こ の傾向が出るのは当然.
である と予測 されていたのである20)。表一4に 見
るように昭和57年(1982年)に 対 して卸売業 は3.7
%,小 売業は5.5%の 減少を示 してい る21)。
前述 の通商 白書では,こ の ことを とり上げ,次
の ような ことを述べてい る。それは店舗数以外に
も,流 通機構 には変化が生 じてお り,卸 売業,小 売
業それぞれについて,店 舗規模別,企 業規模別及
び店舗規模別の販売額あるいは店舗数構成比の推
移か ら見てい くと,明 らかに卸売業 ・小売業 とも
に大規模化の傾向を示 し,同 時に単独店の減少と
支店の増加 とい う性格のちがいを示 しは じめてい
るとい うのである。 これを示すのが表一5で あ る。
つ まり,日 本の流通構造は明確に欧米型の方 向
に向って進んでい るわけであ り,当 然欧米の専門
家 もこのことは承知している。 しかし,承 知 しつ
つ非関税障壁論が出て くるのは単に数量的な構造
にのみ問題があるのではない とい うことをいって
い るのであろ う。それが前にパ ッツアー とラウマ










中 纈 店 訓 ・3・3・4・・1・6・8[55・5153・615・・5
大規模店舗 ・・3・ ・3・.41.0・ ・81・ ・7
1槻 模醐34・434・ ・13・.23・814・65・・




中 小 鎌93・ ・83.・78.9$7・8185・583.2'
店 舗 数
大 企 業7…6.92・ …2.2・4・5・6・8
販売額
中 小 企 剰59・645.54・ ・64・・636・234・5
大 企 業4・ ・4154.55$・4159・4】63・865・5
店舗種類別シェア
単 独 店9・ ・8185・5i8…74.268.・64・9





む しろ,日 本の取引方式 とい うのはきわめて特徴

















卸売業 には,代 理 ・仲介業 を含 まない。









いい方 をした方が よい。 この特徴 とされるものの
うち,よ く取 り上げ られ る点を以下に列挙 してい
流通の国際比較
く。
① 複雑 な リベー ト制
日本の流通において,リ ベー ト制はその特徴 の
第一に とり上げ られ る。 日本の リベー ト制におい
ては クローズ ド・リベー トとい うものがある。は
じめか ら割 り引 き率を定めて提示す るオープソ ・
リベー トに対 して,日 本ではメーカーか ら販売結
果 に対する報償金 として後で供与され るクローズ
ドな ものである。 また,条 件を前 もって提示され
た リベー トにおいて も 「年契達成 リベ ー ト」「販
促協 力 リベー ト」r現 金支払い リベー ト」な ど種
類 もきわめて多 く,特 に売 り上げに対する リベー
トも累進制を とることが一般的である。 この よう
に 日本の取引における リベー ト制は複雑で多様で
あ るとい うのが特徴 とされてい る。
欧米におけ るリベー トは 日本に比 して,そ の採
用割合 も低い し,形 としては簡単なもの となって
い るといわれ る。 リベー トの複雑性は外国企業が
日本で販売 を行お うとした場合,自 らの方法に対
す るノウハ ウ,経 験が少いため,と まどうことに
な り,取 引がスムースにいかないとい う不満が よ
く出ている。
② 標準化 されない単発の取引
た とえ大型小売業であった としても,日 本にお
け る取引はその取引条件において単発的な もので
あ り,標 準化 されない とい う定評があ る。例えば,
あ るメーカーがある小売業 と取引をし,あ る時,
あ る量の納品をする。 これにおいては この取引に
関 して価格,納 期,納 入場所,付 帯サー ビスな ど
の条件が決め られる。 しか し,次 に発注が同じ商
品についてあった場合,前 と同じ条件な り前に決
めた条件で納品で きるとい う保証はない。
再 びあ らためて価格他の納 入条件をその都度,
決めてい くようになる。 こうした取引方式は 日本
では一般的な もの とされている。年間契約 とい う
取引方式はあるが,こ れは量に関す るものだけで
細かい取引条件については長期契約を行 うとい う
習慣はな く,そ の都度,話 し合いで決め られ る。
このことも欧米諸国の企業か ら見ると異和感を感
じるだろ うし,計 画がたてに くい とい う不満を生
む もとのとな るのであ る。
一37一
③ 付帯サー ビスの多 さ
日本における流通段階の取引は価格 と量 のみで
行われ るとい う例は少い。多 くの小売業への納品
については プライス ・カー ド付け,包 装,若 干の
加工などのサー ビスを行 うことが要求されること
は多い。 また,チ ェーソ ・ス トアなどへ納入す る
場合,流 通セ ソターへの一括納品を行 うとした ら,
流通 セソター使用料を とられ るとか,期 末や特売
時に協賛金を払わ され ることも多い。
もっとも有名なのは百貨店Gyお いてであるが,
派遣店員制 とい うものである。 これは納入企業が
小売業に対 して店員を派遣 した り,ま たは店員の
給与の一部を負担す る形である。
いずれに して も,取 引において種kの サービス
をそれ に付帯させ るとい うのは 日本の取 引では一
般的な もの となってお り,そ のため,よ い商 品を
持つけれ ども,こ うした付帯サー ビスを行 う能力
(配送拠点,人 員,資 金など)を 持たない企業の場合,








酒類 ・薬品などの販売資格などの法律で,決 め ら
れた規準が外国 とまった く異 る場合,市 場参入を
しようとする外国企業はこれ らにあわせて商品や
売 り方 などある種の作業の機能が必要 とな り,そ




わけで もない行政指導 とい うのは外国企業に とっ
て 日本的特質 として理解できない点である。 しか
も,こ れに業界団体 とい うものが介在 し,法 的な
強制ではな く業界 の総意による自主的な行動 とし
ていろいろな規制がか らむ ことがある。
これについては外国の企業は 自らそ うい う経験
がないため対応に苦慮す るし,業 界団体が 日本的
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ネゴシエーショソでいろいろなことを決めてい く
ため,こ れ らに参加で きない とい うことが よくあ
る。
⑥ その他の特徴
これ以外の 日本的特徴 として特約店制度 とか帳
合制度 といった欧米諸国ではあま り存在 しない 日
本的流通 システムがある。これは系列化流通 とい
うことで知 られ るものであるが,日 本の流通の特
徴 として系列化 されたチ ャネル,取 引 とい うもの
が存在 し,こ れは外部か らの新規の参入を阻害す
る要因 となる。 この他に輸送サービスの取 り扱い
(例えば直送とか宅配とか)に 日本独特のや り方があ
る。返 品制,支 払 いサイ トの長 さも日本的特徴で
ある。
この ような 日本的取引の特徴 とい うのは長い歴
史の中で積み上げ られてできてきたとい うもので
あるため,た とえ小売業の中にスーパーマーケ ッ
トなど大型企業が生 まれてきて も相変 らず存在 し
つづけるといえるし,む しろ反対にこれ ら大型小
売業はバ イイソグ ・パ ワーを行使す ることに よっ
て不 明確な取引条件を生む ことも多 く,こ のこと
が 日本の取引方式を一層複雑に してい る傾 向もあ
る。




こ うした 日本の流通機構の性格に基づ くものだ
ろ うが,外 国商品の輸入において,そ れを規制す
る要因は多い と考 えられる。前記の通商 白書では
輸入チャネルについて取 り上げている22)。そこで
は輸入チ ャネルの従来の特徴 として次の三つの こ
とをあげている。





このことは 日本の流通機構 の特徴をよくあ らわ
している。それは外国商品を必要 とする企業が自
ら直接,輸 入することをほ とん どしないとい うこ
とである。そのため,一 部の専門企業 として輸入
を行 うものが存在 し,そ れが輸入の窓 口とな り,
そこか ら既存の 日本の流通機構 の中に組み込 まれ
るとい うことになる。その商品を必要 とす る企業
が直接輸入を しない とい うのは,そ の機能がない
か らであろ う。 もちろん,輸 入す ること自体はで
きるわけであるが前述 した ように 日本の小売業は
大規模企業であって も商品のマーチ ャンダイジソ
グにおいては仕入れ業者の機能に大 き く依存 して
いる。そのため,自 ら輸入 した場合は機能不足 と
な り,そ こで輸入品についても機能を持つ納入業
者経由にす るとい うわけである。
こ うした状況が存在するため,外 国の商 品が 日
本の市場 の輸入品として入ることは難 しい し,既
に総代理店が介在 し,日 本市場 に定着 しているも
の以外で新規に 日本市場参入を考えて も輸入総代
理店を探す必要があ り,そ の限 られた総代理店企
業 も既に同種の他の外国商 品を扱っている以上,
新規に同種商 品を扱いたが らない。
また,日 本に現地法人を作 り,独 自に日本市場
においてマーケティング活動を しようとして も,




を展開 しつつ,仲k,採 算に乗 らず,や むな く撤
退 してい くとい うケースはこれ までに も多か った。
よ く外国企業の日本市場への進出の成功例 とし
て とり上げ られるものの多 くは 日本企 業 との 提
携 ・合弁 によって問題を解決するとい う形 になっ
ている。例えぽゼネ ラル ・フーズは独 自の力で 日
本市場への参入をはか ったが仲々,軌 道に乗 らず,
後に味の素 と提携 し,AGF(味 の素ゼネラル・フー
ズ)と い う会社を作 りs味 の素の流通チ ャ ネルに
商品を乗せ ることに よって成功 している。 こうし
た例はボーデ ソ(日本の提携先は明治乳業)シ ック(同
服部セイコー)デ ルモソテ(同 キッコーマン)な どに
見ることがで きる。
これは 日本の メーカーのチャネルカを利用す る
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形 とい うものであるし,コ カコーラに見るように
日本の資本を使い各地 にボ トラーを 日本企業 とし
て設置 してい くとい う方法を とるもの もある。車
でい うならべソツ,フ オル クス ・ワーゲン,ア ウ
デ ィな どはヤナセとい う有力な商社を総代理店 と
して利用するとい う形をとっ て い る(ベ ソツは最
近,日 本法人を設立し,ヤ ナセを総代理店とはしなくな
つた)。
この ように,日 本企業 と何 らかの形で組む こと
によって,日 本企業の日本の流通機構への適応力
を利用する形で多 くの問題点を克服す るとい う例
が多いのである。 しか し,こ うい うパ ターンは手
を組む 日本企業の選択が必要になるし,既 に有力
な日本企業はほ とん どどこかの外 国企業 と手を組
んでい る以上,新 規に進 出しようとす るな ら提携
先がない とい う問題が生 じて くる。
一方,独 力で 日本市場に進 出し,成 功 している
例 もある。ネ ッスルやBMWが それであ る。 しか
し,こ れ らの企業は 日本市場に進 出してか ら長い
時間をかけて,ブ ラン ドを植 えつけ,日 本の流通
機i構の性格を把握 し,そ れに融合 し,日 本企業 と
同 じようなマーケティング活動ができるよ うにな
っているものである。それにたえ うる外国企業は
少い し,新 規進 出をはか るもの はROI(投 下資
本利益率)を 重視するものがほ とん どであ るため,
この方法が とれ る企業は限 られている。
「商品 さえ よければ,日 本市場で 自然に売 れ て
い く。」とい うことを望む外国企業がふつ うな の
である。 となる と,そ うい う条件がで きることを
欧米諸国は 日本に要求す ることになる。それが 日




解決 され るだろ う。 しか し,そ うなっても多分,
外国商品が 日本で よく売れ るとい う状況は来ない
と思われ る。NIES及 びその他の発展途上国に
ついては価格の安 さとい うことで 日本市場に浸透




件か ら考えてみて も日本市場 に思 うように入 り込
む とは とて も考え られない。その段階で唯一,残
された欧米諸国か らの声は この流通機構への非難
にしぼ られて くる筈である。
流通機構 とい うものが長期間かけて構築 された
社会制度であ り,そ れは 日本の文化 とい うものの
一つ として成 り立 っている以上
,外 国か ら要求さ
れたか らといって何 らかの方策を行政が展開 して
解決で きるものではない。外国か らの「改善要求」
と日本での 「その国ごとの国情の違い」 とい う二
つの声は今後 も対立 として残 ると考え られ る。
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1)林 周二,田 島義博編 「流通 シス テム」(日 本経 済新聞社 ・
昭和45年)の 「はじめに」 に以下 の様 な記 述が あ る。「局
所的 な流通 合理化対策 は限 界が あ り,爾 後70年 代 のわが 国
流通 機能 の高度化,流 通 業の生産性 向上のため には何 らか
の意味 での流 通 システム化 を必要 とする との認識が,政 府,
地方 自治体 ない し産業界 において高 ま ってい る。産業構 造
審議 会(通 産省)と 運輸 政策審議会(運 輸 省)と が 相前後
してそれぞれ この問題を捉え答 申を提 出 したの も,そ うい
う背景が あっての ことで ある」っ ま り,個kの 流通 活動で
は な く流 通機構全体 の問題を して把 え られ るよ うにな った
のが この時代で ある。む しろ,こ れ以前は保護行政 的色彩
が強か った といわれ る。
2)清 成 忠男 「地域小売商業 の新展開」(日 本経 済新聞 社 昭
和58年)に 次の よ うな記述 があ る。「わが 国の流通機 構 は
近代化 した結 果,複 雑化 したので あ り,し たが って単純 に
お くれ てい るわけでは ない。」
こ うい う見 解を示 す人 は多い。
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1,Yのっている永野重雄 「貧乏 は も う売 り物 に な ら な い」
(昭和46年)の 中4'流 通機構 とはは っき りい ってい ないが,
それ を示 唆す ること(取 引 とか)が 述べ られてい る。
4)昭 和63年4月27日 「読売新聞」朝 刊
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8)昭 和63年8月16日 「日本 経済新 聞」朝 刊
9)E.バ ツツア ー一,H.ラ ウマー著 鈴木 武賢訳 「日本 の流











15)「 流通 の国際 比較研 究委員会」(主 査 田島義博学習院大
学 教授)は 流通政 策研 究所に昭和53年P'設 置 され,現 在 も
研究活 動を継続 してい る。
16)田 島義博,宮 下正房 編 「流通の国際比較」(有 斐 閣1985
年)
17)通 商産 業省 「商業統計表 昭和60年 」
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